
［要旨］

公益事業は，規制緩和，技術革新の進展から「構造分離」と「産業融合」

という，一見相異なる産業構造変化を伴いながら新たな進化を遂げようとし

ている。産業融合，すなわち異業種間の相互参入が起こるためには当該事業

の不可欠施設が分離されていなければならない。実際，産業融合が生起する
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ところではアンバンドリングといった構造分離が見られる。構造分離と産業

融合は，それによってもたらされる競争関係を通じて，ニュービジネスを育

むプラットフォームの役割を果たしている。「分離」と「融合」は表裏一体

の関係にあり，「分離」が「融合」の前提条件となっている。本論は，この

ような構造分離と産業融合について，ニュービジネスの展開に焦点を当てて

考察する。
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１．は じ め に

交通をはじめ，電力，電気通信といった公益事業は，従来，各事業法によ

り厳しい公的規制が課されてきた。しかし，近年，技術革新による新たなサー

ビスの出現，ニーズの多様化，あるいは効率化への社会的要請からリストラ

クチャリングといった構造改革が進み，独占的な経営環境から競争的な市場

環境への適合化が図られている。このような公益事業を取り巻く経営環境は，

公企業改革に際して導入された「構造分離（Structural Separation）」と規制緩

和や技術革新から生起する「産業融合（Inter-industry Convergence）」という

産業構造変化で捉えることができる。

公益事業は，規制緩和，技術革新の進展から，現在，「分離」と「融合」

という一見相異なる産業構造変化を伴いながら新たな進化を遂げようとして

いる。構造分離と産業融合はそれによってもたらされる競争関係を通じて

ニュービジネスを育むプラットフォームの役割を果たしている。なお，ここ

でいうニュービジネスとは，何らかの新しい方法，技術によって，あるいは
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従来とは異なる産業分野・領域において，新たな需要を開拓する，かつ一定

の採算性が見込まれる事業のことをいう。すでに様々な分野でニュービジネ

スの立ち上げが行われている。公益企業も本業を中核としながら多種多様な

サービス，新規事業の立ち上げに挑戦している。

２．構造分離

２．１ 構造分離の定義と態様

１９８０年代以降，公益企業，特に公企業は様々な構造改革を進めてきた。そ

の一手法として採られた措置が構造分離である1)。構造分離とは，本来一体

的に運営・管理されるべき事業構造，事業組織を，その所有ないし支配関係

を分離・分割して運営・管理することをいう。不可欠施設（essential facility）

とオペレーションの分離である。構造分離にはインフラ（ストラクチャー）

とオペレーションの分離（いわゆる上下分離），ハードとソフトの分離（例

えばプロバイダサービスと電話回線の分離）など様々な態様があるが，公益

事業がネットワーク産業であることからネットワークの分離と捉えることも

できる。またある事業からある事業を分離（unbundling）することも構造分

離の一種といえる。このような公益事業は，伝統的にインフラとサービスを

同一主体が提供する垂直統合型モデルから，それらを別の主体が提供しうる

水平分業型モデルへ転換しようとしている2)。

分離されたネットワークは開放され，新規参入を誘発する。構造分離の目

的は独占的な市場構造を前提に設計された旧来の公企業・公益事業の事業構

造・事業システムを変革し，競争的な市場環境の下に再生，機能させること

にある。産業融合が自律的に生起するのに対して構造分離は政策的・人為的

に行われる構造変革である。こうした構造分離は主として公企業改革におい

て見られた。構造分離の結果，公企業の事業組織は公共的な事業領域と企業
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的な事業領域に分けられる。公共的な事業領域には公的介入が図られ，場合

によっては新たな公企業が創設され，公共性が担保される（＝公共性の担保

措置）。

いうまでもなく著しく財政難に陥った公企業を直接民営化することはでき

ない。そこで採算性が見込まれる事業領域のみ競争的・企業的な（competi-

tive activity）事業部門として分離・独立させ，市場原理に委ねる。一方で不

採算な事業や市場の失敗が懸念される事業についてはこれを公共的・非競争

的な（non-competitive activity）領域として公的介入を図る仕組みとした。こ

れが公企業の構造分離改革である。公企業改革では構造分離を採用すること

で民営化が可能となり，新たな経営環境に見合った事業体制，事業システム

が構築される。

構造分離には様々な態様があるが，「純粋型分離」と「連接型分離」に大

別される。純水型分離とは上下分離，垂直分離など文字通り事業構造が分

離・分割されることをいう。一方，ネットワークの融合といった連接型分離

は既存の単一ネットワークを機能的に分離させることをいう。例えば電力線

を利用してインターネットに接続させる電力線通信は既存の電力線に電力と

通信あるいは放送という異なる業種のネットワークを電力線を介して融合的

に機能させている。

連接型分離にはネットワークの相互接続，ネットワークの融合，管路・側

溝・電柱の開放・共同利用がある。これらは技術革新や規制緩和に伴って既

存の異なる経営主体のネットワークを制度的・機能別に統合・融合させてい

る。既存施設の有効活用・共同利用を図ったり，あるいはネットワークの相

互接続によって利用者の利便性を高める役割を果たしている。いずれも既存

経営資源の有効活用という点に特徴がある。
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２．２ 公企業改革にみる構造分離

公企業，公益企業の基本的な性格として公共的性格と企業的性格の相対立

する二重性格が指摘される3)。公共的性格は公共性を重視し，企業的性格は

企業性を重視する。「公共性」は「所有の公共性」と「規制の公共性」，「企

業性」は「経営の自立性」と「企業の効率性」という，それぞれ二つの要因

から規定され，公共性が強まれば企業性は弱まるという相反的な関係にある。

公企業のこうした特性に配慮して公企業の改革が行われた。

公企業の構造改革は，１９８０年代以降，世界的な潮流となり，各国で積極的

に進められた。わが国では，１９８０年代前半，臨時行政調査会が日本国有鉄道

（国鉄）を含め３公社など公企業の組織変革を勧告し，政府はこれを実施し

た。公企業改革の特徴の一つとして構造分離の採用がある。国鉄の分割・民

営化は構造分離を伴う公企業改革の代表といえる4)。

２．２．１ 国鉄改革

国鉄は１９８７年４月に分割・民営化された。このとき旅客部門は地域別に６

分割（＝水平分割）された上で貨物部門が分離・独立，旅客会社と上下分離

関係となった。同時に日本国有鉄道清算事業団（国鉄清算事業団），新幹線

（鉄道）保有機構といった公企業が創設された。３島会社の経営安定基金も

会計上の構造分離とみなすことができる。

一方，著しく不採算だった特定地方交通線は国鉄から経営分離され，バス

転換されたり，第三セクターとなった。このように国鉄改革では様々な形の

構造分離が採用され，いずれもその役割を果たし，鉄道サービスの発展に寄

与した。現在，新たな鉄道ネットワークの整備は独立行政法人鉄道建設・運

輸施設整備支援機構によって行なわれているが，整備新幹線に見るように構

造分離が採用されている。
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２．２．２ 道路公団改革

道路（関係四）公団も分割・民営化された（２００５年１０月）。この改革では

まず日本道路公団において当該組織の適正規模の確保，コスト意識の醸成を

図るため地域別に３分割（＝水平分離）された。残る３公団は従来通りそれ

ぞれ独立した経営主体としてスタートした。注目すべき点は道路会社間の収

益調整を図り，またおよそ４０兆円の長期債務の返済を行う公企業として日本

高速道路保有・債務返済機構（道路保有機構）が創設されたことである。道

路保有機構は四公団に関わる道路資産及びそれに対応する債務を承継し，そ

の返済を主たる業務としているが，道路資産を貸し付け，そのリース料で道

路会社間の収益調整を図る点，国鉄清算事業団と新幹線保有機構の機能と役

割を併せ持った機関といえる5)。このように道路公団改革でも複数の構造分

離が採用されている。

道路公団改革では道路施設の所有と運営・管理が分離されたが（運営分離

［operational separation］），民営化の焦点は各事業主体が自主性を確保し，経

営インセンティブを発揮するか否かにある。道路会社の自主性が試されるの

は高速道路の建設に関する道路保有機構と国との協定である。国土交通大臣

は道路会社と協議し，国の整備計画の扱いを決めるが，この時，道路会社は

自らの需要予測に立脚した協定を結ぶ必要がある。無条件に採算性の低い路

線の建設を受け入れれば，その責任は道路会社の経営陣にふりかかる。道路

会社に拒否権が与えられているとはいえ建設可否の最終決定権は社会資本整

備審議会（国土交通大臣の諮問機関）にある。その権限行使は改革の成否に

大きな影響を与えるだろう。

道路公団の業務は有料道路の新設，改築，維持，修繕である。しかし道路

サービス機構等を通じて様々な付帯事業も行なっている。これらはいずれも

本体から切り離し，民営化が十分可能な事業である（実際すでに民間委託さ

れている）。換言すれば，道路公団本体の事業も含めこれらのサービス，事
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業を一律公的に供給すべき必然性はない。つまり道路公団における公共的な

事業領域とは「国土の均衡ある発展」のため有料道理を建設・整備すると

いった抽象的な目標・理念に限定される。

公企業の事業内容を細分化していった場合，真に「市場の失敗」が懸念さ

れる公共的な事業領域，事業内容はごく限られたものとなる。しかし当該事

業全体の再生を目的とする構造改革ではそのごく限られた公共性を担保する

ための制度設計が不可欠である。それが構造分離によって提供される。効率

基準のみ適用すれば当該事業の再生は不可能だからである。

２．２．３ 郵政改革

日本郵政公社は２００７年１０月に当初は国が１００％出資する日本郵政株式会社

（持ち株会社）の下に①郵便事業株式会社（郵便会社），②郵便局株式会社

（窓口会社），③郵便貯金銀行（郵貯銀行），④郵便保険株式会社（保険会

社）に分割・民営化された。持ち株会社への国の出資比率は常時３分の１を

超えるものとなっている。郵貯銀行，保険会社の金融２社は完全民営化され

る予定であるが，郵便会社と窓口会社は持ち株会社が全株を保有する特殊会

社となっている。窓口会社は郵便会社と金融２社から業務を受託し，利用者

にサービスを提供する。

郵政改革では会社間の株式持ち合いにより経営の一体性を保持するととも

に持ち株会社の株の３分の１超を政府が保有することで公的権限の行使を担

保している。郵貯銀行と保険会社は完全分離されたが（議決権を連続的に保

有する形での買い戻しは可能），郵便会社と窓口会社は持ち株会社の傘下に

あって依然政府の関与が残る仕組みとなっている。郵政改革にみるこうした

権限配分は郵政事業の一体経営と国の関与の可能性を色濃く反映している。

組織内及び組織間には設備投資や労働資源の配分あるいは事業の参入・退

出など様々な決定事項がある。それらの事項に関する決定権（あるいは議決
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権）が，誰に，あるいはどのような組織に与えられているかは構造改革の成

否に大きな影響を与える。なぜなら所有権（＝最終決定権）を確保すること

が交渉段階での外部機会（outside option）を高め，交渉が決裂した場合，当

該権限が有する決定事項に関して自己に有利な決定を行なうことができるか

らである6)。

２．２．４ 構造分離改革

国鉄改革，道路公団改革，郵政改革，いずれの改革でも様々な形の構造分

離が見られた。構造分離によって当該組織は公共的な（事業）領域と企業的

な（事業）領域に分けられる。民営化の対象となるのは企業的な領域である。

非競争的・公共的な領域に直接競争原理を導入することはできない。した

がってまず採算性が見込まれる事業領域を企業的な領域として分離・独立さ

せ，市場原理に委ねる。一方で不採算な事業や「市場の失敗」が懸念される

事業については可能な限りこれを整理・縮小し，公的介入を図る仕組みとし

た。これが「構造分離改革」である。

国鉄改革では旅客部門が地域分割された上で貨物部門が分離・独立，旅客

会社と上下分離関係となった。同時に新たな公企業（国鉄清算事業団，新幹

線保有機構）が設立された。３島会社の経営安定基金も会計上の構造分離と

みなすことができる。道路公団改革，郵政改革でも同様の措置が採られた。

公共的な責任領域が担保されてはじめて民間企業としての役割，すなわち民

営化が可能となる。その意味で構造分離は公企業の民営化に際し触媒的な役

割を果たしている。

２．３ 公企業改革にみる公共性と既得権

公企業改革は政治過程を経て決定されるため当初意図された内容で実施さ

れるとは限らない。公企業に内在した「公共性」と「既得権」が政策決定に
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深く関与してくるからである。郵政改革では郵政事業の一体経営とユニバー

サルサービスの維持，道路公団改革では高速道路の建設続行が争点となり，

そのための施策が法案に盛り込まれた。その結果，当該事業に公共性が認め

られ，公的権限の行使と政治の介入，そして既得権の維持が図られた。公共

性と既得権は直接的な関係にはないが，改革に際し既得権の受益者たちはユ

ニバーサルサービスの維持といった公共性を盾に改革に反対しようとする。

そこでは公共性が既得権をカムフラージュする格好の役割を演じている。「一

枚の木の葉も，月を隠すに足りる様なものか」（小林秀雄「徒然草」）。

そもそも当該サービスがユニバーサルサービスであるか否かとそれが維持

されるべきであるか否かとは異なる問題である。仮に当該サービスがユニ

バーサルサービスであるとしてもそれを維持すべき必然性はない。その評価

は価値判断を伴う政策決定事項となるからである。効率と公正・公平がト

レードオフ関係にある以上，またその評価基準が確定できない以上，こうし

た事態は避けられない。したがって，どこで，あるいはどのような条件の下

に効率と公正・公平の折り合いをつけるか重要な政策判断を迫られることに

なる。第１６２通常国会（２００５年１月召集）郵政民営化特別委員会における政

府側と質問者（野党）とのやりとりは水と油の議論で全くかみあっていな

かった。これは政府側が効率基準，野党側が公正・公平基準に立脚した議論

を行っていたからである。効率基準のみ適用すれば比較的単純明快な改革も

（表向き）公正・公平に配慮した公共性の扱いをめぐって混迷の度を深めて

いった。

非効率な公企業の改革に対しては何人も異論をはさまない。しかし，いざ

改革となると，いわゆる「抵抗勢力」の強い反対が起こる。例えば郵政改革

（法案）に反対したのは郵政官僚や関係団体（特定郵便局長会）だけではな

い。労働組合も反対した。政界では与野党の「族議員」がこぞって反対した。

国鉄改革でも労使がともに反対したという経緯がある。こうした抵抗勢力は
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「政」「官」「民」，さらには「労」の強力なスクラムを組んで法案の成立を阻

止しようとする。彼らはなぜ改革に反対するのだろうか。結論からいえば，

そこには既得権（益）があるからである。

改革が実施されるためには当該政策が国会審議等の政治過程を経て法律と

して制定されなければならない。政治契約（政治取引）は一対一の明白な経

済的な価値や行為についての合意である経済契約（経済取引）と異なり，政

党のマニフェストのように複数の関係者との約束ごとであって曖昧でどのよ

うな解釈や判断も可能である。政治契約における当事者は一方は国民（個人

や利益集団），他方は政治家（個人や政党）あるいは官僚（規制当局）であ

る。政治契約は不完備という点で経済契約と共通するが自らの目的に沿うよ

う関係者が自在に解釈できる点，経済契約と大きく異なる7)。

経済規制も事業法やそれに関連する政省令を基礎として実施されるが，法

律や政省令に書かれている内容は必ずしも厳格，詳細なものではない。した

がって規制当局は行政指導といった自由裁量権をもつことになる。規制手続

きに関しても不明瞭な点が多い。そこで被規制企業は自己に都合のよい基準

を当局が採用するよう働きかけるのである。ともあれ公企業改革は複雑な政

治過程を経て様々な支持団体や利益集団の「部分益の総和」に配慮しながら

改変されていく。諮問機関（答申）がしばしば御用審議会（答申）と非難さ

れるのも改革内容が時の政治事情に左右されたり，政策決定そのものが「妥

協の産物」にすぎないからである8)。

一般に公企業は独占的な経営環境の下にあってレント（超過利潤）を発生

させている。公企業はそのようなレントを他に流出させず自ら獲得しようと

するだろう。合法的な政治活動や政策決定への関与もあるが贈賄もある。費

用のかさむ技術開発やマーケティングより補助金や保護を求めて政治活動を

行った方が収益を上げられるからである（いわゆるレント・シーキング）9)。

公企業に生じるレントは本来競争にさらされていればサービス価格等の引
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き下げとなって消費者に還元されるはずのものである。ところが独占的な供

給体制の下にあってはこうしたレントの一部は当該公企業の内部に留保され

ていく。このような場合，レントが失われる恐れのある改革が行なわれよう

としたなら当該レントの受益者たちはこれに強く反対するであろう。なんと

なれば彼らの得ていたレントは正当性をもって合法的に獲得された権利・利

得，すなわち既得権だからである。ちなみに既得権とは「なんらかの公的な

権力や制度を背景に持ち，多くの場合，競争を免れることによって得られる

一定の利権」と定義される10)。

こうした既得権の存在ゆえ痛みを伴う多くの改革が先送りされたり，骨抜

きにされてきた。それゆえ改革の成否はいかにして既得権の壁を越えられる

かにあるといえるだろう。これに対して構造分離改革は組織の分離・分割に

伴う権限の分散・縮小によって既得権の解消と効率の改善に一定の効果をも

つ。そのためのプラットフォームを提供する11)。

２．４ エネルギー産業における構造分離―電力・ガスシステム改革―

電力事業は，発電，送電，配電の各事業に分けられる。これらの事業はい

ずれも単一の企業によって垂直統合的に営まれてきた。しかし，１９９０年代か

ら，発電については既存の電力会社以外にも参入が認められるようになり，

資本力をもつ事業者（製鉄，製紙，ガスなど）が発電所を建設して電力供給

を行うようになった。小売事業も２０００年以降一部自由化されるようになった。

ただ自由化された市場のシェアはごくわずかで必ずしも活発な競争が行われ

ているわけではない。現在，段階的に進められている電力システム改革では，

既存の大手電力会社に発・送電事業の分離（＝構造分離）が義務付けられる

が，そのための改正電気事業法が２０１５年６月に成立した12)。

これにより電力業界は本格的な競争時代に突入する。発送電分離の目的は

新規事業者にも既存の送配電網を開放し，公正な競争を促すことにある。そ
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のためには新規事業者が送電線や電柱を使いやすくする必要がある。すでに

電力取引監視等委員会の専門部会では２０１６年４月の電力小売り自由化に向け

て大手電力会社１０社が申請した託送料金（送電網使用料）の審査を開始して

いる。

都市ガス事業も電力事業と同様，生産部門，導管部門，小売事業部門に分

けられるが，いずれもこれまで単一企業によって一体的に運営・管理されて

きた。都市ガスは液化天然ガス（LNG）から製造される。それがガス導管

を通って家庭や工場に送られる。こうした都市ガス事業も，２０００年代に入り，

小売部門を導管事業から切り離し，新規参入を認め，競争的な市場を創設す

ることが検討されるようになった。そして２０１７年４月に小売市場を自由化し，

２０２２年４月にガス導管部門の分社化を求める改正ガス事業法が２０１５年６月に

成立した。これにより都市ガスの小売りは家庭向けも含め全面自由化される。

それに伴い，東京ガス（株式会社）など大手都市ガス会社に対しては，ガス

導管の保守・管理事業を別会社化する「法的分離」（＝構造分離）が義務付

けられることとなった。

以上のような電力と都市ガスのシステム改革は既存の大手電力会社や都市

ガス会社の経営に深刻な影響を与えるだろう。留意すべきは構造分離に伴う

オープンアクセスによって異業種間の相互参入が生起し，産業の融合化（産

業融合）につながっていることである。異業種も含めた新規事業者の小売市

場への参入には電力料金，都市ガス料金の水準を抑制する効果が期待される。

電力と都市ガスのシステム改革は構造分離を伴う参入自由化措置である。そ

れは結果的に両事業者間の相互参入を促進し，エネルギー産業の融合化をも

たらすだろう。
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２．５ 規制緩和・技術革新に伴う構造分離―ハードとソフトの分離―

公企業改革に見られた構造分離とは別に規制緩和と技術革新に伴って派生

する構造分離がある。このタイプの構造分離は産業融合と密接に関係する。

その典型がハード（伝送インフラ，電気通信網・放送設備）とソフト（＝コ

ンテンツ，映像・画像など情報の内容）の分離である。コンテンツとは，映

画，音楽，出版，アニメ，ゲームといったエンターテインメント系の情報源

を指すが，放送，通信，ネット，パソコンなどでやり取りされる財・サービ

スもコンテンツである。気に入った音楽をインターネットでパソコンにダウ

ンロードして携帯型音楽再生機に取り込んで持ち歩いたり，DVDに録画し

ておいた映画をゆっくり鑑賞するなど我々の日常生活は今やコンテンツ産業

と切り離せない関係にある。

コンテンツはビジネス上きわめて重要な意味をもつ。通信と放送が融合化

し，両業態の垣根が低くなりつつある中，当該事業の成否はコンテンツの内

容によって大きく影響を受けるからである。このような場合，コンテンツの

所有権がいかなる事業者に帰属するか，あるいはコンテンツの利用がどのよ

うな形で行えるかがコンテンツ産業の将来を左右する。その鍵となるのが

ハードとソフトの分離である13)。

コンテンツ産業の力を増すには放送番組の作り手が競争的な市場の中で番

組を正当な対価で売れるような環境にしていかなければならない。ところが，

番組の所有権（＝著作権）は当該番組を制作した放送局にある。放送局は

ハードとコンテンツの両方を所有している。したがってコンテンツの再利用

（＝再放送）の権利は放送局にあり，当該コンテンツの流通はそこで止まっ

てしまう14)。

ここでハードからコンテンツが分離され，その利用，流通が自由になれば，

視聴者に多大な便益をもたらすだろう。そのためには放送局が市場から番組

を買わざるを得なくなるハードとソフトの分離が有効といえる（それは放送
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と通信の相互参入，融合化を促す）。この場合，電気通信事業者の通信ネッ

トワークや放送局の設備はハード（＝「伝送インフラ」）として一括管理する

必要がある。ハードとソフトが分離されれば，伝送インフラ，ソフト，いず

れかを事業とすることも可能となる。その結果，電気通信事業者が放送事業

を手がけたり，あるいは放送局が通信網を敷設してネットで番組を配信した

りすることもできるだろう。いずれにしてもコンテンツを媒介として電気通

信事業と放送事業は融合化していく。

そうした通信と放送のネットワークを流れていくものがコンテンツである。

IT分野の国際競争力を高めるためにもコンテンツの流通は不可欠な要件と

なる。そもそもコンテンツ流通という観点からみれば放送と通信に差異はな

い。ただこれまで「表現の自由」からコンテンツを規制する放送と「通信の

秘密」からコンテンツを規制しない電気通信事業とが，いわば縦割りで捉え

られていたにすぎない。そこでコンテンツ市場では縦割り制度は維持しつつ

も放送事業と電気通信事業を水平的に分離する方法が検討される。そのため

の制度設計の流れが通信と放送の（法的）融合となる15)。次節ではこうした

産業間の融合化現象，すなわち「産業融合」を検証する。

３．産業融合

３．１ 産業融合の定義と要因

「産業融合」とは従来は異なる産業に分類されていた複数の産業が技術革

新や規制緩和によって相互参入が容易となって双方の産業が競争関係に立つ

現象をいう16)。例えば，通信と放送は規制緩和と技術革新（特にデジタル技

術の開発）によって業種間・業態間の垣根が低くなり，双方の事業が融合化

した。エネルギー産業でも同様の現象が見られる。コージェネレーション

（熱電併給）など小規模でも効率的な発電設備が開発されたからである。銀
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行，証券，保険といった（広義の）金融業でも産業融合は進んだ17)。

技術革新によって進展している産業融合は放送と通信など主として情報産

業におけるデジタル技術の開発によるものである。こうした相互参入に伴う

競争の激化はそれまで事業法によって当該事業内容・事業領域が厳然と画さ

れていた公益事業の事業境界を事実上消滅させ，産業構造全体を変えつつ

ある。

ところで一方の産業から新規参入が発生したとしてももう一方の産業から

も新規参入が発生しないかぎりそれは「片方参入」にすぎず産業融合は起こ

らない。電力会社は電気通信事業に参入したが電気通信会社が電力事業に参

入したという例はない。ファクシミリや Eメールの登場で電気通信と郵便

は文字情報の伝達という分野で融合した。しかし，電気通信，特に電話と郵

便はそれぞれ固有のサービス分野をもっており，両産業の融合は部分的でし

かない（これを「部分融合」という）。産業融合はあくまでも「相互参入」

が決め手となる。複数の産業が一つの産業に全面的に融合するケースは多く

ない。

とはいえ部分融合は見られる。部分融合も含めて産業融合の発生要因とし

て考えられるのが規制緩和と技術革新である。１９８０年代以降，公益事業分野

における規制緩和の進展と技術革新によって従来の産業分類における垣根を

超えた異業種間の相互参入が見られるようになった。次節でその事例を検証

する。

３．２ 産業融合の態様

３．２．１ 電気通信と郵便の融合

電話事業は音声情報を伝達することを業務とし，郵便事業は文字情報（手

紙）を伝達することを業務としていた。両産業は「情報伝達」という点で共

通の性格があった。前者は電送手段を使って音声情報を伝達し，後者は輸送
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手段を使って文字情報を伝達している18)。日本電信電話会社は全国に電話回

線のネットワークを設置し，電話サービスを提供していた。一方，郵政省郵

政事業（政府現業）は全国に郵便局を設置して郵便サービスを提供していた。

こうした企業形態，情報伝達手段，サービス内容の相違に着目して「標準産

業分類」では電話事業と郵便事業はそれぞれ異なる産業に分類されていた。

ところが１９７０年代から始まった電話（電気通信）事業における技術革新に

よってファクシミリ（FAX）が登場し，電送手段を使って文字情報を送るこ

とが可能となった。さらに電子メール（Eメール）によってパソコン所有者

は電話回線を使って文字情報を送受信できるようになった。ファクシミリや

パソコン通信は電気通信における文字情報の伝達を可能にしたデジタル技術

の開発を基礎としている。こうした電気通信と郵便の融合は技術革新を基礎

とした産業融合（但し部分融合）といえる。

３．２．２ 電気通信と放送の融合

いわゆる情報通信産業は，１９９０年代以降，インターネットやブロードバン

ド（高速大容量）通信，デジタル放送といった技術革新により産業構造が大

きく転換した。グローバル化の進展により地理的な制約を受けることもなく

なった。業種・業界の垣根も（既述した）「ハードとソフトの分離」により

除去されつつある19)。ブロードバンド化が進展し，例えば放送事業者による

デジタル放送向け番組のインターネット配信やワンセグ（携帯端末向け地上

デジタルテレビジョン放送）により，通信，放送双方のサービスが受けられ

るようになった。テレビでネットサービスを受けたり，ネットで放送を視聴

できるようにもなり，通信と放送の境界はなくなった。モバイルショッピン

グと連動したデータ放送や双方向機能を活用した新たなサービスも登場して

いる。

このように通信と放送のデジタル化やブロードバンド化の進展に伴って生
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じている映像・音声コンテンツのネット配信の本格化，端末・ネットワーク

等の共用化，通信と放送分野における事業者の相互参入といった現象を「通

信と放送の融合」と呼んでいる。融合化した産業に対しては従来と同じ枠組

みで事業規制を議論することはできなくなっている。

産業融合は産業・経済政策の法体系や抜本的な制度の見直しを迫るものと

なる。留意すべきは，当該事業を規制する法制度が依然として縦割りのまま

残っていることである。そこで通信，放送と縦割りで規制するのではなく，

テレビ番組とネット番組のように類似したサービスは横ぐしで規制する。こ

れにより技術革新に対応した新規参入を促すとともに有害な番組・情報の規

制基準も，放送，ネットにかかわらず，一本化，統一することができるだろう20)。

放送と通信の融合化のみならず，現在，ネット（＝パソコン），通信（＝

携帯電話），家電産業の分野でも，業種・業態の垣根を超えた新たなサービ

スの提携や融合化が進んでいる。実際，パソコンと携帯電話サービスの差は

縮まり，金融機能も取り込んだネットと通信サービスの融合化が進んでいる。

通信会社と家電メーカーの提携も見られる。携帯電話会社，ネット企業，金

融機関相互の連携も加速化している。同時に国境を超えたネット等の提携，

すなわちグローバル化が進んでいる21)。このように通信と放送はパソコンと

携帯電話を通じて家電を巻き込みながらサービスを融合化させている。

以上のように，現在，電気通信と放送の事業境界は事実上消滅し，旧来の

事業区分は困難あるいは無意味となっている。ブロードバンドを介した電気

通信と放送の両産業の競争関係は大きく変化した。

３．２．３ 電力とガスの融合

電力とガスといったエネルギー産業でも融合化が見られる。すでに電力会

社とガス会社はそれぞれ業態を超えた相互参入を開始し，サービスを競合化

させている。特に一般家庭向け市場では電力会社とガス会社の攻防が激化し
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ている。例えば，電力会社は，「オール電化住宅」でガスの需要を奪おうと

している。東京電力（株式会社）では電気給湯機「エコキュート」や電磁調

理器「IH（電磁誘導加熱）クッキングヒーター」を武器に，これまでガス

の独壇場だった給湯や調理の熱源をまとめて囲い込む戦略を展開している。

ガスを一切使わないオール電化システムがいったん導入されると家庭にはガ

ス管が引かれず後からガスに転換するのが難しくなる。そのためガス会社は

電力会社によって家庭用市場が侵食されるのを恐れている。

一方でガス会社も電力会社に対して攻勢をかけている。都市ガス会社では

電力会社のオール電化攻勢をかわそうと小型の熱電併給システムに力を入れ

る。まずガスエンジンで発電し，その熱で給湯をまかなう「エコウィル」が

ある。これに加え都市ガスから水素を取り出し発電する家庭用燃料電池の販

売も加速させている。東京ガス（株式会社）や大阪ガス（株式会社）が出資

する新規電力事業者，（株式会社）エネット（特定規模電気事業者）が大都

市圏を中心に企業や自治体に営業攻勢をかけている。

なお近年は実店舗とサイバー店舗を組み合わせて販売する異業種融合も起

きている。自らは表のサービスプレーヤーではないが他産業の裏側に入り込

み情報通信技術を活かし，様々な産業分野でのサービスの提供をサポートす

る。スマートメーターやオフィス，マンションでのエネルギーマネジメント

などがある。ちなみにヨーロッパでは電気・ガスのことをコモディティ，電

気・ガス以外の修繕や機器販売のことをサービスと呼んでいる。そこではも

はや電気とガスは区別すべき商品ではなくなっている22)。

こうした中，発送電分離や都市ガス事業の法的分離に伴う電力・ガス小売

り自由化後の競争激化に備え，電力会社，ガス会社は，ともに通信，流通な

ど異業種との提携交渉を開始している。東京電力はソフトバンクモバイル

（株式会社）が持つ店舗網を活用し，電気料金と携帯電話の通話料をセット

にした割引販売を開始する。例えば，ソフトバンクモバイルが Tポイント
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運営会社に出資していることを踏まえ，電気料金支払いの際，ポイントを付

与するサービスを企画する。（株式会社）NTTドコモや KDDI（株式会社）

とも交渉する。東京電力は（株式会社）USENと業務提携で基本合意してい

る。関西電力（株式会社）や中部電力（株式会社）も携帯電話会社との提携

を模索している。

電力会社，ガス会社，通信会社の提携により，携帯電話，ガス，電気を

セットで購入し，割引を受けられる仕組みや電気を買って得たポイントを他

の商品と交換できるサービスが始まる。このような通信と電力のセット販売

は注目に値する。携帯電話会社と提携することで電力と通信のセット契約と

いった多様な料金メニューが登場するからである。一方，NTTドコモと（株

式会社）ローソンはポイントサービスなどで提携する。これにより携帯電話

契約者向けのポイントカードを使った買い物ができるようになる。

このようにエネルギー産業は電気通信や流通（さらに金融）といった異業

種との協力関係を拡大させている23)。今後，大手電力会社，ガス会社と異業

種との連携による多様なサービスの実現が期待される。競争によって電力会

社，ガス会社の旧来の市場は崩れ，需要は離脱するが，一方で，電気，ガス，

情報通信を融合させた新たなサービスが登場する。電気と情報通信が一緒に

供給されるのはネットワーク産業という視点からみれば当然のことといえる

かもしれない。ともあれ，電気，ガス，情報通信産業の融合化は進んでいく。

さらに金融との連携も生起するだろう。

以上のように，電力，ガスといったエネルギー産業は通信産業を巻き込ん

で融合化しつつある。こうしたエネルギー産業融合化の鍵は「情報」である。

電力会社もガス会社も，産業融合に伴う競争圧力をかわしながら，いかに自

由化のチャンスを生かしていけるか，両産業界の知恵と工夫が問われている。
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４．公益企業におけるニュービジネスの展開

産業融合あるいは産業の融合化は当該事業における新規参入を含め異業種

同士の相互参入である。相互参入が起こるためには既存企業のインフラない

しプラットフォームが開放，オープンアクセスとなっていなければならない。

オープンアクセスは既存企業のインフラ，プラットフォームが構造分離され

ていることを意味する。換言すれば産業融合は構造分離が前提となっている。

実際，産業融合が生起するところでは構造分離が見られる。構造分離と産業

融合は表裏一体の関係にある。

このような「分離」と「融合」に伴う公益事業の産業構造変化は公益事業

の経営にどのような影響を与えるだろうか。以下では公益事業，公益企業に

おけるニュービジネスの展開について検討する。なお，ここでいう「公益企

業」とは，公企業はもちろんのこと，金融業や流通業など日常生活にとって

（広く一般に）必要不可欠なサービスを提供する私企業（＝株式会社）も含

め，主として公益事業に従事する企業を指すものとする。規制緩和により新

たな事業への参入機会が増えたとはいえ，公益企業は依然として多くの事業

活動に制限が課されている。そのため新たな事業を起こすにしてもそこには

多かれ少なかれ一定の制約が加えられる。したがって一般の私企業と異なり，

公益企業自身が直接新たな事業を創出していくことは困難な面もある。但し

子会社や企業グループ，あるいは関連ビジネスとしてニュービジネスやベン

チャービジネスを立ち上げていくことは十分可能である。実際，多くの企業

が多種多様なサービスや新たな事業に進出している。その中にはベンチャー

ビジネスやニュービジネスと呼ぶにふさわしい斬新な事業の創出や起業も見

られる。
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４．１ 規制緩和ビジネス

公益企業経営においてニュービジネスとして位置付けられるのが規制緩和

ビジネス（Deregulation Business）である。規制緩和ビジネスとは規制緩和

や自由化の進展により新たに誕生し，発展しつつあるビジネスのことをいう。

規制緩和に伴って新たな手法で異業種に参入してくる事業者が見られる。

例えば電力の自由化に伴う規制緩和ビジネスがある。すでに１９９５年に電気事

業法が改正され，発電部門の自由化が実施されたが，これにより新規参入が

認められ，独立系発電事業者（Independent Power Producer : IPP）が自ら発

電した電気を電力会社に卸売りできるようになった。これを受けて鉄鋼会社

や石油会社が電力事業に参入し，既存電力会社との競争が生じた。

２０００年には電力小売りの部分自由化が開始され，特別高圧の小売市場が自

由化された。その結果，ガス・通信・商社・メーカーの各社が小売市場に参

入している。今後，発送電分離の実施に伴い，電力をめぐる競争はさらに激

化するだろう。都市ガス事業についても同様のことがいえる。こうした現象

は産業融合と密接に関係してくる。

金融業の規制緩和では小売業の金融業への参入などによって新たな金融ビ

ジネスが誕生した。すでにコンビニエンスストアの ATM（現金自動預け払

い機）利用はごく日常的なものとなり，コンビニエンスストアの ATMは巨

大な金融ネットワークを形成している。コンビニエンスストアではこうした

ATMをいつでもどこでも利用できる社会インフラとして位置付けようとし

ている。銀行側でも自らの店舗の混雑緩和を目的にコンビニエンスストアの

ATMネットワークを重視する姿勢を見せている。安全面でも雑誌コーナー

があって若者が近くにいるコンビニエンスストアの方が無人の ATMに優る

との認識もある。

このようなコンビニエンスストアへの ATM設置は小売業の金融業への進

出，新規参入といえる。一方，金融業から小売業への参入は法的規制によっ
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て実現していないが，銀行がその店舗内にコンビニエンスストアを設置する

ことは全く考えられないことではない24)。

規制緩和は新規参入を促進し，ニュービジネスやベンチャービジネス誕生

の素地を提供する。実際，そこで多くの新たなビジネスが誕生している。構

造改革特別区域法（２００２年成立）により，国際物流・新産業創出・IT・医

療・福祉・農業・教育など，様々な分野での独自の規制緩和も進んでいる。

日常生活に必要不可欠なサービスを提供している公益企業はこれまでも本業

を中心に様々なサービスや事業を展開してきたが，規制緩和，技術革新の進

展からいずれの公益企業もそれぞれが培ったノウハウを有効活用しながら付

加価値の高いサービスの提供に努めている。

４．２ IT活用・インターネット・ビジネス

近年，情報通信技術の目覚ましい発展とインターネットの急速な普及によ

り従来見られなかったような消費者とサービス提供者との「繋がり」（マッ

チング）がインターネットの場で生まれている。ネットワークは「繋がり」

があって初めてそのメリットを発揮する。潜在的な消費者がネットワークに

参加するメリットも高まる（ネットワーク効果）。電子商店街やソーシャ

ル・ネットワーキング・サービス（SNS），電子書籍といった媒体は直接対

峙して取り引きすることが不可能な消費者（ユーザー）と商品サービス提供

事業者（プロバイダー）を引き合わせる役割を果たし，プラットフォームと

呼ばれる。こうしたプラットフォームを通じた新たなビジネスやサービスが

次々と誕生している25)。

ニュービジネスは IT（情報技術）の活用から生まれている。ITを活用し

た新しいビジネスを「IT活用ビジネス」と呼んでいる。CATV（ケーブル・

テレビ）事業，光ファイバーを用いた通信事業，インターネットによるメー

ル配信事業などはいずれも IT活用ビジネスである。例えば，高速通信網を
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前提としてネット上に様々なネットサービス（コンテンツ・アプリケーショ

ン）が出現し，成長している。またそれらのサービスの提供を支えるサービ

ス（プラットフォーム）も成長し，情報通信サービスは大きくその全体像を

変えようとしている。IT活用ビジネスは電気通信・放送・エネルギー，さ

らには交通産業などほとんど全ての分野に及んでおり，公益企業にとって IT

化は避けて通れない通過点となっている。特に最近は容量の大きな ICチッ

プの搭載により ITの利用可能性が大きく拡大した。ただ IT利用はすでにコ

モディティ化した面もあり，それのみで容易に差別化ができるというわけで

はない。とはいえ ITを介して新たなビジネス・モデルや事業手法が生まれ

つつあることはまちがいない。以下，IT活用ビジネスとインターネットを

利用した「インターネット・ビジネス」の事例を検証する。

（電子マネー機能付き・非接触型）交通系 ICカード乗車券（以下「ICカー

ド」）は，現在，全国的な広がりを見せ，重要な社会インフラとしての利用

が定着化しつつある。ICカードの相互利用サービスも全国的に展開されて

いる。ICカードにより利用者には乗車券購入の煩わしさがなくなり，移動

のモビリティが向上する。また電子マネー機能を搭載した ICカードは単な

る乗車券としての役割を超えて小売店舗など様々な場面での利用が可能な利

便性の高い決済システムへと進化した。

こうした ICカードは交通サービスの利用形態だけでなく，消費者のライ

フスタイルをも変えようとしている。例えば，朝，家を出てから，夜，帰宅

するまで１枚のカードで済ますこともできる。事業者からすれば運賃収受業

務の合理化や駅混雑の緩和を図るとともに利用機会向上による増収効果を期

待できる。空いたスペースは新たな駅ナカビジネスの展開に貢献している。

さらにサーバーに蓄積されたデータを活用すればマーケティングはもとより

ビッグデータ・ビジネスなど新たなビジネス・チャンスを切り開く可能性を

秘めている。移動・決裁・手続きといったシーンで ICカードを活用するこ
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とでスマートなサービスを実現するとともに自家用車から公共交通へのモー

ダルシフトを促すことで，人々のライフスタイルに変革をもたらす。さらに

今後は ICカードによって蓄積されたビッグデータ活用で様々な課題の解決

に道を拓くことが期待されている。

鉄道（輸送）事業にはもはや旧来のような拡大・成長を期待することはで

きない。鉄道会社では，鉄道事業を基軸としながらも鉄道事業専業から「生

活サービス事業」へドメインを転換し，それを拡大する戦略をとっている。

そうした事業展開において ICカードは中核的な役割を担っている。交通は

あくまでも生活機能の一部にすぎない。これから求められる交通サービスは

移動の快適さはもちろんのこと，生活クオリティの向上，豊かで成熟したラ

イフスタイルへの転換を促すものでなければならない。交通サービスに加え，

「生活サービス」を提供する ICカードは，電気，ガス，水道のように極めて

身近にありながらふだんはその存在を感じさせない（日常生活に必要不可欠

な）社会インフラに近づいていくだろう。使いやすさを突き詰めていけば「生

活カード」としての ICカードの将来像が見えてくる。

ネットワーク産業を取り巻く環境は ITにコミュニケーションの Cを加え

た「情報通信技術」の発展によって大きな変革を迫られている。ICTはユビ

キタス・ネットワーク社会の実現を可能にする。ユビキタス技術の広がりで

ネット上の様々な情報が連携し合うWeb2.0の時代が到来している26)。

Web2.0とは従来（Web1.0）とは異なる新しいウェブの世界の特徴，技術，

サービスの総称だが，その議論の中にユビキタス・ネットワークの進展がも

たらす新しい社会経済システムの姿を見出すことができる。これまでは多様

で小規模な商品需要は市場として成立する場合であってもごく限られた利益

しか期待できなかった。それが幅広い利用者の参加を特徴とするWeb2.0に

よりたとえ希薄な商品需要であってもこれを効率的に集積し，顕在化させる

ことが可能となった。ロングテールと呼ばれる小規模な需要をネットワーク
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によって集積させ，一般市場にも引けをとらない新たな市場形成を生み出し

ている。その典型がアマゾン（Amazon.com）である。Web2.0の進展により

多様で小規模な商品需要であってもロングテール型の魅力ある市場の成立が

すでに可能となっている。

こうしたWeb2.0の特徴の第一は「利用者参加」である。Web2.0のサービ

ス提供者は利用者を「信頼できる生産的な協力者」と位置付け，多くの利用

者がコンテンツの制作・サービスの開発等に参加している。Web2.0のもう

一つの特徴は「オープン志向」である。アマゾンやグーグルでは自社のデー

タベースや自社システムへのアクセス方法を示す API（Application Program

Interface）を公開している。顧客が当該データサービスや APIを活用するこ

とで誰でも新しい機能を追加したサービスを開発できるようになっている。

こうしたオープン志向ビジネスによって自社だけでは考えつかなかったよう

な開発手法や応用方法が生み出されていく。それが結果的に自社サービスへ

フィードバックされ，自社サービスの利用範囲をいっそう拡大させていくも

のとなっている。

インターネットによる通信販売，すなわちネット通販によって生活や流通

が大きく変化している現代は「ネット通販時代」といってもよい27)。ネット

通販の普及によって消費者の買い物は大きく変わった。わざわざ買い物に出

かけなくても自分の都合のよい時間にネット通販サイトを検索し，価格や配

達時間などを調べた上で購入できる。あらゆる商品が出品されているネット

空間の中から消費者は自分が欲しい商品を選ぶことができる。価格比較が容

易なネット通販では激しい価格競争が繰り広げられており，消費者はより安

い価格で購入できる。ネット通販は消費者に商品の価格低下と選択拡大とい

う大きな便益をもたらしている。ネット通販の普及によって流通の仕組みも

急速に変化しつつある。ネット通販時代の中で宅配便の革新も生じようとし

ている。

「構造分離」と「産業融合」に関する一考察（堀） －１４５－

（ ２５ ）



ネット通販や宅配便にはある程度共通するビジネス・モデルがあるものの

各事業者が様々な興味深い取組みを行っていることがわかってきた。さらに

このビジネス・モデルでは規模の経済やネットワークの経済が働きやすいた

め激しい競争のなかで当日配達に対応した物流革新が生じている。この物流

革新はネット販売だけでなく，宅配便の利用者である多くの消費者や企業に

も利益をもたらそうとしている。

５．分離と融合の産業規制

５．１ 産業融合と企業統合

産業融合は企業統合を促す。その結果は業種・業態を超えた統合企業，融

合産業内の数業種・数業態を関連多角化ないし垂直統合させた巨大企業を誕

生させる28)。他方で特定の業種ないし業態の本業に専念する企業が存続する。

また新たなビジネス・チャンスを活用して新たなサービスを提供する独立し

た小規模の新規企業も誕生する。

産業融合が進展している情報通信，エネルギー，金融の各産業では企業統

合，企業合併，企業提携が盛んに行なわれている。１９８０年代に欧米で自由化

が始まった通信・電力などでは企業統合が最終局面を迎えようとしている。

このように公益事業の分野では自由化による競争激化の結果，企業統合が

加速化している。自由化やインターネットの普及など技術革新の進展で料金

引き下げ競争が続く中にあっては様々なサービスの統合や経営規模の拡大な

しには生き残りにくい状況となっているからである。

こうした巨大企業と新規企業が融合産業内の特定の市場において競争する

場合，巨大企業が新規企業に対して競争上の優位性を有している場合が少な

くない。巨大企業は資金獲得の面での有利性を持つし，資材調達や生産・販

売面における範囲の経済性も享受できる。また一方の事業における利益を他
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方の赤字事業に注ぎ込むこと（内部相互補助）も可能となる。過去において

巨大企業はこのような有利性や事業戦略をしばしば使って新規企業の参入を

阻止したり，既存の競争相手を市場から排除（「排他的行為」）したりして

「私的独占の禁止及び公正競争の確保に関する法律」（以下，「独禁法」）の違

反事件を引き起こしてきた。

企業統合が活発化していくと巨大企業に対する分離・分割要求が起こって

くる。企業が合併・統合を行う（＝「統合戦略」）のはいうまでもなくその企

業にとって経済合理性があるからである。企業統合の経済性としては規模の

経済性，範囲の経済性，経営資源の有効活用，リスクの分散，取引コストの

節約などがある。企業統合が経済合理性を有するとはいえ無限にそれが可能

なわけではない。組織が巨大化すれば内部管理コストは増大する。いわゆる

「統合の不経済性」である。こうした統合の不経済性を回避する方策として

企業の分離・分割・分社化がある。

「専業戦略」も経済合理性を追求する方策として有効である。専業戦略と

は本業としてきた事業に特化し，それまで蓄積されてきた経営資源を活用し

て本業を拡張する戦略である29)。ベンチャー企業などが新たな業態の事業を

開発・発展させていく戦略でもある（成功した企業としてマイクロソフト社

がある）。

統合戦略をとるにしろ，専業戦略をとるにしろ，統一的な意思決定と効率

的な運営を求めて純粋持ち株会社を頂点とした多様な子会社や孫会社が形成

されていく。さらに子会社や孫会社を順次株式上場させ，企業価値を最大化

する戦略もある。もっとも子会社などの株式上場によって第三者の株主が加

わると企業グループ内におけるステークホルダーとの関係が複雑化する。結

果によってはグループ内企業や株主間にコーポレート・ガバナンスに関わる

問題が引き起こされるかもしれない。

産業融合は異種企業間の競争を激化させる。当然統合戦略に失敗した企業
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は整理・淘汰されていく。ただ整理・淘汰されることを恐れて現状を維持す

るだけでは生き残っていけない。統合戦略も専業戦略も簡単に成功するもの

ではないが，これに果敢に挑戦していく姿勢が求められる。

技術融合が進む現状では企業統合は避けて通れないし，規制緩和によって

相互参入が許された段階でも企業統合は避けて通れない。したがって統合す

る分野の国内および国際的な競争状態をみて統合が競争を阻害しないと判断

されたらこうした統合は容認されるべきであろう。「たとえ巨大企業がその

市場支配力を使って排他的な行使をし，また独占的な市場で独占価格を設定

するという行為を長期にわたって維持する可能性がある場合でも，そ
�

れ
�

が
�

立
�

証
�

さ
�

れ
�

な
�

い
�

限
�

り
�

（独禁法は事後規制），企業統合は阻止されるべきでない」

との見解がある30)。むしろ統合企業が排他的行為や独占的価格設定行為を実
�

際
�

に
�

行
�

っ
�

た
�

場
�

合
�

にそれらの行為を独禁法違反事件と捉えるか，あるいは規制

官庁が企業の価格政策の変更命令を出すか，いずれかの措置を取るべきであ

る。そのような行為に対しては差し止め措置だけでは根本的な解決に至らな

いことが立証された段階で初めて企業の分離・分割措置が取られるべきであ

ろう。産業融合が進行する過程では企業統合をいたずらに阻止してはなら

ない。

重要なことは巨大企業に対して公正競争に関する規律の遵守を強く訴える

ことである。巨大企業のいかなる行為が独禁法違反行為となるか認識させな

ければならない。規制当局も市場競争を客観的に評価・分析する手法，いわ

ゆる「有効競争レビュー」を明確化していく必要がある。国内の電力市場に

おいて圧倒的な市場支配力と資本力をもつ電力会社がそのまま他の事業分野

へ進出していく場合，そこに公正競争の観点から全く問題がないとはいえ

ない。
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５．２ 独禁法と事業法―「事前規制」から「事後規制」へ―

公益事業の企業行動はそれぞれの事業法により価格設定やサービス内容が

厳しく規制されてきた。事業法は地域独占的な市場構造を前提に当該事業者

に独占的な事業経営を認める一方（独禁法の適用除外），厳しい公的規制に

よって当該事業者の独占的行動を規制し，新規参入を認めないなど競争を制

限する役割を果たしてきた（同時に当該事業者を保護する役割も果たしてい

た）。このような産業にあっては新たな事業は容易に起こせない反面，厳し

い市場競争からは隔離・保護されていたともいえる。しかし，現在，公益企

業が置かれた経営環境は極めて競争的である。実際，旧来の事業法に基づく

経済規制は大幅に緩和された（独禁法適用除外規定の廃止）。その結果，公

益企業はそれぞれの市場に見合った自律的な意思決定と機動的な事業展開が

可能となっている。

留意すべきは，価格規制，参入・退出規制といった経済規制の根幹が事実

上失われた事業法は形骸化し，代わって独禁法の役割が注目されるように

なってきていることである。事業法が「事前規制」であるのに対し，独禁法

は「事後規制」で対処するという点，法規制のあり方が大きく変わりつつあ

る31)。

公益事業は国民生活や産業活動に必要な量と質を確保する，すなわち「供

給の安定性」の観点から政府によって規制されてきた。こうした産業におい

てはいずれもそれぞれの事業法が適用されるため既述したように原則として

「独禁法の適用除外」という扱いを受けてきた。しかし２０００年３月の「規制

緩和推進３カ年計画」の閣議決定を受け，同年６月に独禁法適用除外規定

（独禁法第２１条［公益独占に固有な行為］）が削除された。その結果，これら

の産業は独占から競争の状態に移行した（とはいえ実際には依然として事業

法により多くの事業活動に制限が課されている実態がある）。

独禁法と事業法の適用については事業法の基準と独禁法の基準が矛盾する
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ようなことがあってはならない。事業法と独禁法の解釈や運用に違いが生じ

て事業運営の現場に二重規制による混乱が生じないよう両法の整合をとる必

要がある。基本的な考え方として事前規制は必要最小限にとどめ，それ以外

は独禁法による事後規制を基本とすべきであろう。

産業融合の観点からみるとネットワーク産業と関連産業がバンドリングし

たときの競争判定は難しい。競争の有効性という基本的な分析枠組みは変わ

らないにしても問題として以下の３点が指摘される。①小さなネットワーク

は大きなネットワークに対抗できないため相互接続や開放を重視し，それを

認めないのは独禁法違反で競争制限行為だとするエッセンシャル・ファシリ

ティ理論，②情報通信産業の発展から参入障壁が低くなり，新たなネット

ワーク産業の参入可能性が出てきているが，コンテスタブル・マーケット理

論からシェアが大きくても市場支配力がなければ問題はないとする考え方に

シフトしている，③設備産業中心からネットワーク主体になったことで勝者

の総取りという可能性が増加している。大きくシェアをとるために競争者を

排除する行為が出てくることに対する注意が必要となっている32)。

事業法と独禁法のどちらを優先するかについては事業法の所管官庁と公正

取引委員会の力関係にもよるが，事業者に混乱を生じさせないためにはある

程度の整合性が必要とされる。競争促進に向けて独禁法を所管する公正取引

委員会と事業法の所管官庁との相互補完的な協働が求められている。今後，

事前規制は必要最小限にとどめ，それ以外は独禁法による事後規制が基本と

なるだろう。なお技術革新の進展が急激な情報通信産業などの分野は事前規

制になじまない部分が多いことにも留意しなければならない。

事業法規制の時代から独禁法遵守の新しい時代，すなわち「ニューステー

ジ」に入った現代公益企業の経営では独禁法の理念をたえず念頭に置いた企

業行動が求められている。どのような行為・行動が独禁法違反となるかは結

果的な事後判断となることから事前に十分な注意が必要となる。そうしたこ
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とを踏まえた上でニュービジネス到来のチャンスを活かしつつ新たな事業に

果敢に挑戦していく姿勢が求められている。

６．む す び

構造分離と産業融合に伴う産業構造変化の中で様々なニュービジネスが展

開されている現状をみてきた。産業融合，すなわち異業種からの新規参入が

起こるためには，送電線，加入者回線（固定地域通信網），ガス導管，鉄道

線路といった不可欠施設が開放，構造分離されていなければならない。一方，

産業融合が生起するところでは不可欠施設，すなわちネットワークの開放，

アンバンドリングといった構造分離が見られる。したがって構造分離は産業

融合の前提となっている。そうした「分離」と「融合」はいわばコインの表

と裏の関係にあるといえるだろう。

公益事業のニュービジネスには構造分離と産業融合の側面がある。ICカー

ドによる駅ナカビジネスの展開は鉄道の流通・金融への進出である。通信と

放送が融合したスマホ・ケータイに，乗車券，電子マネー，ID，クレジッ

ト，オートチャージといった機能を統合，さらに出改札機能をも付加した（東

日本旅客鉄道株式会社の）デジタル・チケット「モバイル Suica」はクラウ

ド型マルチ決済システムにより新たなビジネス，サービスを誕生させた33)。

駅も「通過する駅」から「集う駅」へ変身した。

公益事業はいずれもネットワーク産業である。ネットワーク産業は「繋が

る」ことで機能し，「繋がる」ことに意味がある34)。こうしたネットワーク

産業の新たな方向は従来は異なると考えられてきた市場・産業分野に新たな

「補完性」を見出し，そこに新たな繋がりを求めていくことにある。換言す

れば，新たな事業，ビジネスに「範囲の経済性」を追求することにある。異

なる業種・業態との融合はイノベーションを生み出す。ネットワーク産業に
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はこれまでとは全く異なる新たなネットワークの展開がある。公益事業は，

今，「分離」と「融合」という産業構造変化の中で，新たなビジネスを生み

出し，新たなネットワーク産業に生まれ変わろうとしている。
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25) 本節は主として，大橋［2014］18～24ページ，椎橋［2013］，堀［2013］4～12
ページ，を参照にした。

26) 『日刊工業新聞』2006年 7月 19日号，参照。
27) 林・根本［2015］参照。
28) 植草［2000b］139～157ページ，186～188ページ，青木・伊丹［1985］第 5章
「業務構造の決定」85～107ページ，参照。

29) 植草［2000b］187ページ，参照。
30) 植草［2000b］188ページ，参照。
31) 井手［2004］終章「自由化と公正な競争に向けて」（井手秀樹著）165～176ペー
ジ，白石［2000］第 11章（185～194ページ），秋山・松岡［2015］第 7章「公益
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4月の通信自由化以降，電気通信市場の競争ルールとして事後的な規制を行う独禁
法に基づく一般的な競争ルールだけでは足りず事前的な規制を行う事業法に基づ
く競争ルールが導入されてきた。独禁法上の競争ルールと事業法上の競争ルール
とは相互補完関係にある。独禁法上の競争ルールは事業法上のルールと重なる。
そうであれば独禁法上の競争ルールのみで十分で，事業法上の競争ルールは不要
のようにもみえる。「公正かつ自由な競争の促進」を目的とする独禁法と異なり電
気通信事業法は「公正な競争の促進」を目的としている。事業法上の競争ルール
の必要性の評価を含め不断の「競争評価」が不可欠といえる（根岸［2015］6～13
ページ，参照）。

32) 森本・西村・栗山・古城・山内［2014］4～17ページ，参照。
33) 椎橋［2013］参照。
34) 大橋［2014］24ページ，参照。
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